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概 要 

１．目的 

廃棄物問題や気候変動問題、資源需要と地政学的なリスクの増加により、資源の効率的・循

環的な利用と付加価値の最大化を図る循環経済（サーキュラーエコノミー）に注目が集まって

いる。従来のリニアエコノミーからサーキュラーエコノミーへの非連続な移行にあたっては、

個別の取組みのみで経済合理性を確保することは困難であり、協調領域の拡張を目的とした関

係主体の有機的な連携を促進するとともに、サーキュラーエコノミーの実現に必要となる具体

的な施策について検討する必要がある。そのため、本事業は、関係主体の連携による協調領域

の拡張につながるサーキュラーエコノミーに関するパートナーシップを立ち上げ、サーキュラ

ーエコノミーの実現に必要となる施策を検討し、サーキュラーエコノミーへの移行を加速化す

ることを目的とする。 

 

２．調査の内容 

サーキュラーエコノミーへの移行を加速化させるためには、まずは日本全体における共通の

全体像となるビジョンを共有し、目標・KPI を設定すること、製品・素材の循環データの可視化

により資源循環を効率的に促進するための情報基盤を整備すること、それぞれの地域の特性を

活かした地域軸での資源循環の確立を促進することが重要事項である。そこで、本事業では、

産官学の連携組織であるパートナーシップの立ち上げ・運営を行い、それら重要事項に関する

調査・検討を実施した。 

 

（１）サーキュラーエコノミー加速化のための産官学の連携組織の運営 

サーキュラーエコノミーに野心的・先駆的に取り組む企業・業界団体、自治体、大学、関係

機関・関係団体等が参画する産官学の連携組織を立ち上げるとともに、本事業における各種調

査の内容を連携組織の会員に共有し、会員からの意見を徴収、調査へのフィードバックを行い、

連携組織を起点としたサーキュラーエコノミーへの移行に関する検討を推進した。 

 

（２）循環経済のビジョン・ロードマップ策定に関する調査 

国内外でのサーキュラーエコノミー全般に関する政策・動向調査を行うと共に、現状の日本

を取り巻く課題感や日本が注視すべき諸外国の政策、指標・目標、取組動向を整理した。また

既存の取組状況や重要性・緊急性等の観点から、先行して検討する領域（製品・素材）を特定

した。それらを踏まえ、サーキュラーエコノミーにおける日本のあるべき姿、優先的に取り組

む領域、目標・指標の考え方及びロードマップ（初期案）を整理した。 

 

（３）循環経済の情報流通プラットフォーム構築に向けた調査 



 

 

 

国内外の資源循環関連の政策動向・事例調査を行うと共に、情報流通プラットフォームのニ

ーズに関する初期的な調査を実施した。またサーキュラーエコノミー関連の機能実装を進める

にあたり、どのプラットフォーム上に構築するかの方針を検討した。それらを踏まえ、実装を

進めるユースケースや共通データフォーマット等の詳細検討に一部先行着手した。 

 

（４）循環経済の地域循環モデルの構築（類型化・体系化）に向けた調査 

国内での地域循環の取組みに関する事例調査を行うと共に現状の成果や課題感に関する自治

体ヒアリングを実施した。また地域循環モデルの構築にあたっての 4 つの目的を設定し、モデ

ルによって解決すべき課題やその施策の要素を検討した。それらを踏まえ、想定される地域循

環モデル例を基に体系化・類型化する際の地域特性の考え方を具体的に検討した。 

 

（５）循環経済の各施策に係る総会の運営 

資源循環等に係る有識者及び資源循環に積極的に取り組む産官学のフロントランナーを構成

員とする「総会」を設置し、各調査結果等を含む連携組織の活動状況の共有等を行う会合を 2 回

実施し、本業務の成果についての取りまとめを実施した。 

 

3．まとめ 

本業務により立ち上げた連携組織の会員数は 400 者近くとなり、産官学のあらゆる関係主体

の連携によるサーキュラーエコノミーの取組みの加速化に向けた体制を構築することができた。

また、ビジョン・ロードマップ、情報流通プラットフォーム、地域循環モデルに関する調査に

おいては、国内外における政策動向・事例調査を初期的に進めるとともに、今後の検討の方向

性・考え方についての検討を進めた。 

次年度においては、本年度の検討結果を踏まえて、ビジョン・ロードマップ、情報流通プラ

ットフォーム及び地域循環モデルに関して継続的に具体化を進めると共に、連携組織における

連携をさらに加速化させることで、サーキュラーエコノミーへの移行を推し進めることを想定

している。  
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１. 調査概要 

１－１. 調査の背景・目的 

世界では、将来的な資源制約や環境問題等を背景に、大量生産、大量消費、大量廃棄の「線

形経済（リニアエコノミー）」から、資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、付加価値の最大

化を図る「循環経済（サーキュラーエコノミー）」への移行が始まっている。我が国においても、

経済産業省が産業を循環性の高いビジネスモデルに転換させるため、2020 年５月に「循環経済

ビジョン 2020」を、2023 年３月に「成長志向型の資源自律経済戦略」を策定したが、これから

我が国におけるサーキュラーエコノミー（以下、CE と略す。）に係る取組みが本格化するとこ

ろである。また、カーボンニュートラルに向けた機運の高まりや、ウクライナ情勢の不安定化

による資源エネルギーの供給不安、上記の欧州の動きも踏まえれば、今後、この資源循環経済

政策を戦略的自律性・戦略的不可欠性を確保しながら経済成長の新たなエンジンとするため、

産業政策や経済安全保障の文脈からさらなる拡充や加速化を図ることが急務である。その際、

CE への非連続なトランジションを実現するに当たっては、個別の取組みだけでは経済合理性を

確保できないことから、関係主体の連携による協調領域の拡張が必須となる。そのため、CE に

野心的・先駆的に取り組む、企業・業界団体、行政、大学、関係機関等を構成員とする連携組織

を立ち上げ、関係主体の有機的な連携により、日本版の CE の実現に必要となる施策について

検討を実施することが必要である。 

上記を踏まえ、本事業では、産官学連携による CE への移行の加速化のため、産官学パートナ

ーシップの強化等に関する調査分析を行う。 

 

１－２. 調査の実施概要 

本調査では、前述した「循環経済ビジョン 2020」、「成長志向型の資源自律経済戦略」等を踏

まえ、以下について調査を実施した。 

 

（１）サーキュラーエコノミー加速化のための産官学の連携組織の運営 

産官学連携による CE の加速化のため、企業・業界団体、自治体、大学、関係機関・関係団体

等が参画する産官学の連携組織を立ち上げ、当該組織の規約に基づく運営を実施した。 

 

（２）循環経済のビジョン・ロードマップ策定に関する調査 

CE に関する取組みの予見可能性を高めるため、CE の実現に向けたビジョン・ロードマップ

の策定について検討を実施した。具体的には、日本の CE の目的や日本の CE における方向性・

あるべき姿を定めるとともに、その目的やあるべき姿に紐づく目標・KIP について検討を実施

し、目標の達成、ひいてはあるべき姿の実現に向けた取組施策をロードマップ案として整理し
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た。なお検討においては、有識者等を構成員とするワーキンググループ（以下、WG と略す。）

を 2 回（１回当たり２時間）実施し、有識者や連携組織の会員から、検討内容についてご意見・

アドバイスをいただき検討を進めた。また日本におけるあるべき姿の実現や目標の達成に向け

た取組みを具体的に進めるにあたり、特定の製品・素材に関する検討を進めるための特定領域

の領域別 WG（以下、領域別 WG と略す。）の設置に向けて、関係主体との協力体制の構築に関

する検討を進めた。 

 

（３）循環経済の情報流通プラットフォーム構築に向けた調査 

デジタル技術を活用してトレーサビリティを確保するサーキュラーエコノミー情報流通プラ

ットフォーム（以下、CE 情報流通 PF と略す。）を 2025 年を目途に立ち上げることを目指し、

デジタルアーキテクチャ・デザインセンター（DADC）や内閣府・戦略的イノベーション創造プ

ログラム（SIP）等の取組みも踏まえ、プラットフォーム構築方針を整備した。また、CE 情報

流通 PF 上において先行的に検討すべきユースケースを導出するため、対象となる製品・素材及

びそれぞれの領域における課題・ニーズの調査を実施した。なお検討においては有識者等を構

成員とする WG を 2 回（１回当たり２時間）実施し、有識者や連携組織の会員から、検討内容

についてご意見・アドバイスをいただき検討を進めた。 

 

（４）循環経済の地域循環モデルの構築（類型化・体系化）に向けた調査 

自治体や都市における CE の取組みを加速するため、モデルケースとなるような地域循環モ

デルの創出を念頭に、自治体等と相互に連携し、今後の我が国の CE の地域循環モデルの構築

についての検討を実施した。具体的には、既往の文献調査等を実施した上で現状整理を行い、

有識者や自治体等を構成員とする WG を２回（１回当たり２時間）実施し、地域の特性を踏ま

えつつ、当該地域の経済圏の特徴に応じた循環経済産業の立地や広域的な資源の循環ネットワ

ークの構築の基本スキームの類型化について検討した。 

 

（５）循環経済の各施策に係る総会の運営 

（２）、（３）及び（４）における検討内容や今後の検討方針に関する合意形成等を図ること

を目的として、資源循環分野等に係る有識者から構成される全体会合（以下、総会と略す。）を

２回実施した。また総会においては、今後検討が必要なテーマの設定や深掘りと全体スケジュ

ールの整理についても議論した。 

 

本編の第 3 章から第 5 章において調査・検討内容の取りまとめ、第 6 章において総会の運営

状況を報告する。また、第 7 章では、まとめとして次年度以降の検討に向けた課題や対応の方

向性を取りまとめた。 
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略等を踏まえて日本がとるべき戦略（勝ち筋）やあるべき姿に紐づく目標・KPI の具体化を進

め、それらを踏まえて、本年度に先行領域の初期案として特定した領域において、CPs 会員企

業、業界団体及び自治体へのヒアリングによるニーズや課題の抽出を通じて、領域別の戦略及

び目標・KPI の設定を目指す。また第 2 回 WG での御議論を踏まえて、特定領域については CPs

事務局の選定に加えて、CPs 会員からの応募により領域を特定し、会員による積極的な取組み

の推進を加速化することを目指す。 
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CE 情報流通 PF 構築に向けては、検討済みとなる関連情報の整理、課題・ニーズの調査（一

次調査）をインプットに 2024 年度上半期中に、課題・ニーズの調査（深堀調査）を行い、先行

的に進めるユースケース候補の特定をすることを想定している。また、関連情報の整理内容を

基に先んじて検討を行っている PF 構築方針を用い後続のアーキテクチャ設計及び認証スキー

ムを 2024 年度下半期にかけて具体化する。 

 

４－２. CE 情報流通プラットフォーム構築における検討内容 

４－２－１. CE 情報流通プラットフォームの現状と目指す姿 

資源循環における情報流通の現状とサーキュラーエコノミーを実現する上での情報流通のあ

るべき姿には乖離が発生している。現状においては各業界や素材・製品といった様々な単位で

各ベンダーが提供するプラットフォームが乱立し始めていることが確認されているが、これら

部分最適化している個別のプラットフォーム間での連携や全体最適が今後の資源循環市場の形

成に不可欠となる。 

CE 情報流通 PF の構築は、ライフサイクル全体での動静脈産業の連携による「資源循環市場」

の創出をするために中心的な基盤としての役割を果たすと考えており、静脈企業の成長を後押

しするとともに、動脈企業の循環型ものづくりの標準化・イノベーション等を通じて拡大し、

世界に伍する CE のリーダー企業を生み出していくことに寄与するプラットフォーム構築が肝

要となる。 

 

４－２－２. CE 情報流通プラットフォームで先行して検討する製品・素材 

CE 情報流通 PF 構築においては優先的に対応が求められる DPP 要件の検討が進む製品・素材

や、関連規制により影響が見込まれる各種製品・素材に加え、ビジョン・ロードマップ検討 WG

及び地域循環モデル構築 WG にて検討が進む対象製品・素材を鑑み先行的を着手する対象を検

討し、各製品・素材における CE 情報流通プラットフォームに関わる課題・ニーズの一次調査を

実施した。 

 

４－２－３. CE 情報流通プラットフォームに係る主な課題とユースケース案 

公開情報に基づく調査及び、各業界の企業や専門家に対するヒアリングを基に導出した先行

して検討する製品・素材の課題及びニーズの調査結果を基に、CE 情報流通 PF の検討をする上

で対象となる個別課題を整理した。今後実施予定となる後続調査にて前述課題及びユースケー

ス案を見直しながら、先行して着手するユースケースの更新並びに選定行うことをを想定して

いる。 
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５－２. 地域循環モデル構築における検討内容 

５－２－１. 地域循環モデル構築の目的と視点 

地域循環モデル構築の前提となるモデルを構築する 4 つの目的と視点について定義した。地

域循環モデルの通じて、環境制約や資源制約への対応、地域の成長機会の獲得を目指すととも

に、地域が持続可能性をもって活性化するための地域住民のウェルビーイングの実現を目指す。

その際、地域の特性に合わせて地域で循環可能な資源は可能な限り地域内もしくは広域化した

地域で循環させ、最適な規模の地域循環を形成することが重要であることを定めた。 

 

５－２－２. 地域の資源循環の実例と課題 

地域における循環経済に関する取組の課題や循環モデルの実現に特に重要となる要素の抽出

するため、CE の取組を先行して実施している自治体の取組事例について調査を実施した。調査

に当たり、経済産業省が令和 4 年度から実施している「地球温暖化・資源循環対策等に資する

調査委託費 動静脈連携による自律型資源循環システム強靭化等に関する調査分析」の対象自治

体である 10 の自治体に関する既往調査及び「成長志向型の資源自律経済デザイン研究会」にお

ける地域循環をテーマとした既往の議事等を含む調査からの示唆を基に要旨をまとめた。 

 

５－２－３. 地域循環モデルで先行して検討する製品・素材 

地域循環モデルを構築するにあたり、先行して検討する製品・素材は、CPs 会員の意見も吸

い上げつつ、上述した地域循環モデル構築の４つの目的にも照らして特定することを想定して

いる。即ち、環境制約への対応、資源制約への対応、成長機会の獲得、ウェルビーイングの向

上の観点から、先行的に検討する素材・製品を絞り込んだ。 

 

５－２－４. 地域循環モデルの要素 

地域循環における実現課題を解決するために地域循環モデルに取り込むべき要素を整理した。

モデルの要素を検討するにあたっては、埼玉県や神奈川県川崎市等を始めとする具体的かつ先

進的な地域取組の分析により帰納法的に抽出していくことを想定している。 

また、上記で挙げたフロントランナーとされる地域における取組を踏まえて、地域循環モデ

ルの要素となるものを循環のバリューチェーン（「回収」、「再生」、「設計・製造」、「販売」、「利

用」）ごとに抽出していくことで、あるべき姿・目指すべきゴールとなる地域循環モデルを構築

していく。但し、フロントランナーによる取組においても現状直面する課題や論点が存在して

いることも加味し、それらに対する打ち手を含めた各循環バリューチェーン上のモデル要素を

組み合わせることで地域循環モデルを構築していくという方法論を想定している。 
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５－４. 次年度以降の方向性 

本年度、主に地域循環モデル構築にあたっての目的や地域循環モデルを構築し類型化してい

くためのアプローチの大方針に関する検討を実施した。次年度は、これらの目的やアプローチ

に則り、本年度策定した先行的に検討していく製品・素材に関する地域循環モデルの構築とそ

の実効性や実行性の観点での検証等を実施していき、更には、モデルを実装する際の課題やそ

の施策についての検討をしてくことが次年度の方向性と想定される。また、次年度またそれ以

降においては、そうした地域循環モデルを実際に他の自治体や地域に一部展開し、実証・実装

することで本国におけるサーキュラー・エコノミーの取組を地域という軸で推進・加速させて

いくことを目指す。 

上記の検討にあたっては、CPs 会員である自治体、事業者及び学術団体を含めた実際の地域

循環を推進するプレイヤーへのヒアリング等を行い、自治体のニーズや課題を捉えたモデルの

構築、施策の特定を行いながら第 3 回以降の WG で有識者を含めた議論を通じて検討を進めて

いくことが想定される。 
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６－２. 次年度以降の方向性 

６－２－１. 来年度テーマに関するアンケート結果 

次年度以降の新規検討テーマを検討するにあたり、CPs 会員に対してアンケートを実施した。

新規検討テーマとしては「技術」「ビジネスモデル」「動静脈連携」「新産業・新ビジネス創出」

「標準化」「国際連携」「資金循環」「人材育成」「教育」「マーケティング・プロモーション」「価

値化」「その他」を候補として挙げた（図 9）。次年度においては、アンケート結果を踏まえ各

WG における検討を進める想定である。また、必要に応じて新規検討テーマに基づく WG の設

置を想定している。 

 

 

６－２－２. 次年度のスケジュール 

次年度においては、総会は半年に１回程度の開催、ビジョン・ロードマップ検討 WG、CE 情

報流通プラットフォーム構築 WG、地域循環モデル構築 WG は、四半期に 1～2 回の開催を想定

している。また、次年度ビジョン・ロードマップ検討 WG に紐づく形で新たに設置される領域

別 WG は各領域において２回程度の開催、新産業・新ビジネス創出 WG に関しては、第 2 四半

期以降に 1～2 回の開催を想定している。 

  

 

図 9 次年度新規検討テーマ候補 

動静脈連携

標準化

技術

新規検討テーマ候補

資金循環

教育

価値化

新産業・新ビジネス創出

国際連携

ビジネスモデル

人材育成

マーケティング・プロモーション

その他

サーキュラーエコノミーの実現に貢献する、リコマースなどの新産業・新ビジネスについて検討する。

海外のサーキュラーエコノミー政策の動向を踏まえ、サーキュラーエコノミーの実現に当たっての国際連携の在り方について検討する。

サーキュラーエコノミーの実現のために今後必要となる技術について検討する。

概要

消費者のサーキュラーエコノミーに対する認知度向上や行動変容の促進、消費者教育について検討する。

再生材のグレーディングや循環バリューチェーンの構築等に関して、サーキュラービジネスを振興するための標準化戦略について検討する。

サーキュラーエコノミーへの移行を加速させる投資環境の整備について検討する。

サーキュラーエコノミー型のビジネスモデルについて検討する。

サーキュラーエコノミーに関する効果的な情報発信の在り方について検討する。

（自由記述）

ライフサイクル全体での最適なサプライチェーンの構築に向けて、動脈産業と静脈産業の連携の在り方について検討する。

脱炭素との関係整理等を通じたサーキュラーエコノミーの価値化について検討する。

サーキュラーエコノミーに関する意識向上やリスキリング等を通じた人材育成について検討する。
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７. まとめ 

本事業では、産官学連携による CE 加速化に向けた産官学パートナーシップ強化等に関する

調査分析として、以下の業務を実施してきた。 

 

⚫ サーキュラーエコノミー加速化のための CPs の運営 

⚫ 循環経済のビジョン・ロードマップ策定に関する調査 

⚫ 循環経済の情報流通プラットフォーム構築に向けた調査 

⚫ 循環経済の地域循環モデルの構築に向けた調査 

⚫ 循環経済の各施策に係る総会の運営 

 

本事業により立ち上げた連携組織は産官学のあらゆる関係主体の参画が進み、会員数は 400

者近くとなり、産官学のあらゆる関係主体の連携によるサーキュラーエコノミーの取組みの加

速化に向けた体制を構築することができた。またビジョン・ロードマップ、情報流通プラット

フォーム、地域循環モデルに関する調査においては、国内外における政策動向・事例調査を初

期的に進めるとともに、今後の検討の方向性・考え方について、検討を進めた。 

次年度においては、本年度の検討結果を踏まえて、ビジョン・ロードマップ、情報流通プラ

ットフォーム及び地域循環モデルに関して継続的に具体化を進めると共に、連携組織における

連携をさらに加速化させることで、サーキュラーエコノミーへの移行を推し進めることを想定

している。 

 

 

 

以上 


